
 

　　（平成３０年 ３月３１日現在） （単位 ： 百万円）　

流　動　資　産 92,255 流　動　負　債 90,679
現金及び預金 10,618 支払手形 408
受取手形 3,360 買掛金 87,042
売掛金 54,607 リース 債務 135
商　 品 13,264 未 払 金 847
前払費用 153 未払費用 532
繰延税金資産 422 未払法人税等 535
未収入金 9,388 賞与引当金 890
未収消費税等 347 返品調整引当金 72
その他 91 その他 214

固　定　資　産 56,129 固　定　負　債 17,411
有形固定資産 23,480 長期借入金 4,800

建　 物 9,158 リース 債務 311
構築物 748 繰延税金負債 5,706
機械装置 969 退職給付引当金 6,407
車両運搬具及び器具備品 1,837 資産除去債務 176
土　 地 10,324 その他 9
リース 資産 441

負　債　合　計 108,091
無形固定資産 746

施設利用権 4 株　主　資　本 23,219
ソフトウエア 693 資本金 1,328
電話加入権 48 資本剰余金 601

資本準備金 601
投資その他の資産 31,902 利益剰余金 21,289

投資有価証券 26,759 利益準備金 332
関係会社株式 139 その他利益剰余金 20,957
出資金 5 固定資産圧縮積立金 406
長期貸付金 57 別途積立金 12,365
破産更生債権等 161 繰越利益剰余金 8,184
長期前払費用 17
差入保証金 4,619 評価・換算差額等 17,073
その他 350 その他有価証券評価差額金 17,073
貸倒引当金 △ 207

純 資 産 合 計 40,293

資　産　合　計 148,384 負債純資産合計 148,384

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

純　資　産　の　部

　貸　借　対　照　表　

第 56 期 決 算 公 告　
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平成２９年 ４月  １日
平成３０年 ３月３１日 （単位 ： 百万円）

科　　　　　　目

売上高 269,622

売上原価 252,353

売上総利益 17,269

販売費及び一般管理費 16,263

営業利益 1,006

営業外収益

受取利息及び配当金 563

受取事務手数料 777

その他 210 1,552

営業外費用

支払利息 18

その他 14 32

経常利益 2,526

特別利益

投資有価証券売却益 12

投資事業組合持分払戻益 68 81

特別損失

固定資産除却損 3

減損損失 210

解体費用 19 233

税引前当期純利益 2,374

法人税、住民税及び事業税 773

法人税等調整額 42 815

当期純利益 1,558

金　　　　　　額

　損　益　計　算　書　
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　平成２９年 ４月  １日

　平成３０年 ３月３１日
（単位 : 百万円）

資本剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,328 601 332 411 12,365 7,229 20,339 22,270

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
取崩し

△ 5 5 － －

剰余金の配当 △ 609 △ 609 △ 609

当期純利益 1,558 1,558 1,558

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － △ 5 － 955 949 949

当期末残高 1,328 601 332 406 12,365 8,184 21,289 23,219

評価・換算
差額等合計

当期首残高 14,599 36,869

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
取崩し

－

剰余金の配当 △ 609

当期純利益 1,558

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

2,473 2,473

事業年度中の変動額合計 2,473 3,423

当期末残高 17,073 40,293

 　株主資本等変動計算書　 

14,599

その他利益剰余金
利益剰余金

合計

17,073

2,473

2,473

評価・換算差額等

資本金
資本準備金

利益剰余金

純資産合計

株　主　資　本

その他有価証券
評価差額金

株主資本
合計利益準備金
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

　(1) 資産の評価基準および評価方法

　　①　子会社および関連会社株式 移動平均法による原価法

　　②　その他有価証券

　　　・時価のあるもの 当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　　　・時価のないもの 移動平均法による原価法

　　③　たな卸資産

　　　・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっております。

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、建物10～50年、構築物10～50年、

機械装置10～17年であります。

　　②　無形固定資産（リース資産を除く）

　　　・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

　　　・その他の無形固定資産 定額法によっております。

　　③　リース資産

　　　・所有権移転外ファイナンス・ 主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

　　　　リース取引に係るリース資産 する定額法によっております。

　(3) 引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

　　②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、支給見込

額に基づき計上しております。

　　③　返品調整引当金 商品の返品による損失に備えて、過去の返品実績率およ

び売上総利益率より算定した必要額を計上しておりま

す。

　　④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当社は当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　　　・退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

　　　・数理計算上の差異および過去勤務 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

　　　　費用の費用処理方法 間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

　(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　　消費税等の会計処理 消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。
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２．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産および担保に係る債務

　　①　担保に供している資産

　　　　定期預金 100百万円

　　　　建物 103百万円

　　　　土地 675百万円

　　　　投資有価証券 5,001百万円

　　　　　　計 5,880百万円

　　②　担保に係る債務

　　　　買掛金 25,926百万円

　(2) 有形固定資産の減価償却累計額 8,493百万円

　(3) 偶発債務

　　　従業員の金融機関からの住宅借入等

　　　に対する債務保証 0百万円

　(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　　①　短期金銭債権 1,003百万円

　　②　短期金銭債務 17,617百万円

３．損益計算書に関する注記

　(1) 関係会社との取引高

　　①　売上高 239百万円

　　②　仕入高 58,447百万円

　　③　その他の営業取引高 1,952百万円

　　④　営業取引以外の取引 41百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

　(2) 剰余金の配当に関する事項

　　　配当金支払額

決　　議
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年3月16日
取締役会

普通
株式

609 22.946

当事業年度
末の株式数

普通株式 26,540千株 －千株 －千株 26,540千株

株式の種類
前事業年度
末の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

平成29年12月31日 平成30年3月22日
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５．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　①　流動の部

　　　　繰延税金資産

　　　　　　賞与引当金 272百万円

　　　　　　未払事業税 38百万円

　　　　　　未払費用 39百万円

　　　　　　その他 91百万円

　　　　繰延税金資産合計 441百万円

　　　　繰延税金負債

　　　　　　未収割戻金 18百万円

　　　　繰延税金負債合計 18百万円

　　　　繰延税金資産の純額　 422百万円

　　②　固定の部

　　　　繰延税金資産

　　　　　　貸倒引当金 63百万円

　　　　　　退職給付引当金 1,959百万円

　　　　　　ゴルフ会員権 13百万円

　　　　　　固定資産 239百万円

　　　　　　その他 91百万円

　　　　繰延税金資産小計 2,368百万円

　　　　　　評価性引当額 △ 353百万円

　　　　繰延税金資産合計 2,014百万円

　　　　繰延税金負債

　　　　　　固定資産圧縮積立金 178百万円

　　　　　　資産除去債務に対応する除去費用 22百万円

　　　　　　その他有価証券評価差額金 7,519百万円

　　　　繰延税金負債合計 7,721百万円

　　　　繰延税金負債の純額 5,706百万円

６．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　　　当社は資金運用については主として短期的な預金等に限定しております。

　　　受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っており

　　ます。また、未収入金は主として購買先に対する未収リベートと収納代行会社に対する未収自動集金

　　残高であり、信用リスクの低い購買先および収納代行会社と取引を行っております。

　　　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま

　　す。

　　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　　平成30年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

　　は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

　　含まれておりません。(（注２）参照のこと。)
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（単位：百万円）

　　　(*) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　　 ① 現金及び預金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

　　　　ております。

　　　 ② 受取手形及び売掛金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

　　　　ております。なお、貸倒引当金相当額を控除しております。

 　　　③ 未収入金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

　　　　ております。なお、貸倒引当金相当額を控除しております。

 　　　④ 投資有価証券

　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

 　　　⑤ 支払手形及び買掛金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

　　　　ております。

（注２）非上場株式（貸借対照表価額33百万円）については、市場価額がなく、時価を把握することが極

　　　　めて困難と認められることから上表には含めておりません。

７．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社および法人主要株主等

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）商品の仕入価格については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

　(1) １株当たり純資産額 1,518円　17銭

　(2) １株当たり当期純利益 58円　73銭

（87,451） －

時価（*） 差額

　①　現金及び預金 10,618　 10,618　 －

　　　その他有価証券 26,726　 26,726　 －

57,967　 －

　③　未収入金 9,388  9,388　 －

属性
資本金又
は出資金
(百万円)

会社等
の名称

事業の内容又
は職業

貸借対照表
 計上額（*）

　②　受取手形及び売掛金 57,967　

　④　投資有価証券

　⑤　支払手形及び買掛金 （87,451）

役員の
兼任等

事業上の
関係

科目

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

未収入金 924

買掛金 17,443

期末残高
(百万円)

58,428

グループ全体の最
適化を図るため
の、企画・運営・
管理およびグルー
プ全体の経営統括
ならびにそれに付
帯する事業

所有
直接

６人

当社に対
しての経
営指導・
商品の共
同仕入・
資金の貸
付

－

被所有
直接

100.0

商品の
共同仕入
(注１)

親会社 5,000
㈱ﾊﾞｲﾀﾙｹｰｴｽ
ｹｰ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
ｽ
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